
十日町市監査委員公表第４号 

 

 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 199 条第４項の規定に基づき、定期

監査を実施したので、同条第９項の規定により結果に関する報告を次のとおり

公表します。 

 

 

令和５年３月 10日 

 

十日町市監査委員 水 落 雅 史 

十日町市監査委員 遠 田 延 雄 

 

 

 

令和４年度第２回 監査結果報告 

 

 

１ 基準に準拠している旨 

監査委員は、十日町市監査基準に準拠して監査を行った。 

 

２ 監査の種類 

地方自治法第 199条第４項の規定に基づく定期監査 

 

３ 監査の対象 

(1) 対象部署 

企画政策課、財政課、防災安全課、環境衛生課、エネルギー政策課、 

税務課 

 

 (2) 対象事務 

   令和４年度の財務等に関する事務（一部過年度分を含む。） 

 

４ 監査の着眼点 

財務に関する事務が、法令等の定めるところにより適正に執行されている

かを基本とし、公正で合理的かつ効率的な事務運営が行われているかを主眼

とした。 

 

 



５ 監査の主な実施内容 

関係書類を調査するとともに、関係職員から説明を聴取した。 

 

６ 監査の実施場所及び日程 

(1) 実施場所 

  監査委員事務局及び第２委員会室 

(2) 実施日程 

令和４年 10月 28日から令和４年 12月 26日まで 

 

７ 監査の結果 

監査の対象となった事務は、おおむね適正に行われていた。 

なお、軽微な事項については、口頭で改善又は検討を要望したため記述を

省略し、次の内容を各所属への意見とする。 

  

(1) 企画政策課 

① 指定事業 

「結婚支援センター管理運営委託」 

② 意見 

・人口減少対策として結婚を希望する男女に出会いの機会を提供するため

お見合いの設定や婚活イベントの企画・運営を行っており、比較的若い

世代の 20歳代から 30歳代において一定の成果が見て取れる。 

今後、さらに他の世代間の出会いの創出もできるよう対策を講じていた

だくことにより、市の活性化に繋げていただきたい。 

 

 

(2) 財政課 

① 指定事業 

「統一的な基準による地方公会計整備支援業務委託」 

② 意見 

・本委託の成果として統一的な基準による財務書類が整備されるが、市民

に対しホームページ等で情報を開示する場合、市民が活用し易いように

加工する等留意いただきたい。 

 

 

(3) 防災安全課 

① 指定事業 

「十日町市防災情報システム保守業務委託」 



「十日町市同報系防災行政無線設備保守業務委託」 

② 意見 

・委託費については、他の自治体との比較や委託項目内容の精査を行い

金額が適正であるかどうか検証し、執行いただきたい。 

 

(4) 環境衛生課 

① 指定事業 

「十日町市家庭用指定ごみ袋製造保管配送業務委託」 

「十日町市家庭用指定ごみ袋前年度在庫運搬業務委託」 

② 意見 

・十日町市家庭用指定ごみ袋製造保管配送業務委託  

指定ごみ袋の製造保管については適切な在庫管理に努めるほか、海外で

の製造品である場合は、今後も納品期間等のリスクを考慮いただきたい。 

・十日町市家庭用指定ごみ袋前年度在庫運搬業務委託  

受負業者が変わるごとに在庫品の運搬移動が発生しないよう、ごみ袋の

在庫保管場所が固定できるよう市の遊休施設の活用等を含め考慮願い

たい。 

 

(5) エネルギー政策課 

① 指定事業 

「十日町市再生可能エネルギー活用促進費補助金」 

② 意見 

・執行率の高い事業であるが、その要件に「年度内完了」を条件としてい

るため、申請を取り下げる事例が見受けられた。次年度対応等が可能で

あるようだが、申請者間で不公平感が生じないように交付条件の更なる

周知をお願いしたい。 

 

 

(6) 税務課 

① 指定事業 

「令和 5 年度固定資産における宅地の価格修正に関する不動産鑑定業務

委託」 

「令和 9年度評価替えに伴う固定資産（土地）評価見直し業務委託」 

② 意見 

・令和 5 年度固定資産における宅地の価格修正に関する不動産鑑定業務

委託 

  



令和５年度の固定資産における宅地の価格修正について、地価の下落

が一向に下げ止まらない中、最新の地価が宅地の固定資産税に反映で

きるように引き続きご対応いただきたい。 

不動産評価委員について市長による委嘱を伴う場合は、要綱等の整理

をお願いしたい。 

・令和 9年度評価替えに伴う固定資産（土地）評価見直し業務委託 

市街地宅地評価法適用地区における地積測量の成果を基に、適切な画

地の再計測を行い、公平公正な土地課税に努めていただきたい。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


